
【様式第1号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 45,679,618   固定負債 21,925,768

    有形固定資産 30,167,840     地方債 16,584,561

      事業用資産 19,984,932     長期未払金 -

        土地 8,193,207     退職手当引当金 4,941,844

        立木竹 -     損失補償等引当金 1,223

        建物 29,514,988     その他 398,140

        建物減価償却累計額 -18,141,627   流動負債 2,101,512

        工作物 1,498,425     １年内償還予定地方債 1,705,865

        工作物減価償却累計額 -1,103,500     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 262,065

        航空機 -     預り金 133,581

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 0 負債合計 24,027,279

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 23,440   固定資産等形成分 47,420,508

      インフラ資産 9,931,852   余剰分（不足分） -22,201,652

        土地 1,707,003

        建物 296,492

        建物減価償却累計額 -267,773

        工作物 19,525,738

        工作物減価償却累計額 -11,607,827

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 278,219

      物品 1,170,221

      物品減価償却累計額 -919,166

    無形固定資産 7,386

      ソフトウェア 7,386

      その他 -

    投資その他の資産 15,504,392

      投資及び出資金 10,423,243

        有価証券 500

        出資金 10,422,743

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 249,394

      長期貸付金 263,796

      基金 4,598,559

        減債基金 -

        その他 4,598,559

      その他 -

      徴収不能引当金 -30,600

  流動資産 3,566,517

    現金預金 1,725,882

    未収金 113,869

    短期貸付金 66,080

    基金 1,674,810

      財政調整基金 1,674,810

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -14,123 純資産合計 25,218,856

資産合計 49,246,135 負債及び純資産合計 49,246,135

貸借対照表
（令和3年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

行政コスト計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

  経常費用 25,583,591

    業務費用 10,639,926

      人件費 3,222,681

        職員給与費 2,630,647

        賞与等引当金繰入額 262,065

        退職手当引当金繰入額 -222,818

        その他 552,787

      物件費等 7,075,592

        物件費 5,440,498

        維持補修費 503,833

        減価償却費 1,127,753

        その他 3,507

      その他の業務費用 341,654

        支払利息 103,811

        徴収不能引当金繰入額 43,283

        その他 194,559

    移転費用 14,943,665

      補助金等 9,988,287

      社会保障給付 3,315,479

      他会計への繰出金 1,632,205

      その他 7,693

  経常収益 928,426

    使用料及び手数料 577,253

    その他 351,173

純経常行政コスト 24,655,165

  臨時損失 470,570

    災害復旧事業費 455,872

    資産除売却損 15,793

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -1,095

    その他 -

純行政コスト 25,123,567

    その他 -

  臨時利益 2,168

    資産売却益 2,168



【様式第3号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 26,616,046 46,090,498 -19,474,452

  純行政コスト（△） -25,123,567 -25,123,567

  財源 23,680,610 23,680,610

    税収等 12,180,290 12,180,290

    国県等補助金 11,500,320 11,500,320

  本年度差額 -1,442,957 -1,442,957

  固定資産等の変動（内部変動） 1,284,243 -1,284,243

    有形固定資産等の増加 2,435,405 -2,435,405

    有形固定資産等の減少 -1,470,556 1,470,556

    貸付金・基金等の増加 3,736,108 -3,736,108

    貸付金・基金等の減少 -3,416,714 3,416,714

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 45,767 45,767

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -1,397,190 1,330,010 -2,727,200

本年度末純資産残高 25,218,856 47,420,508 -22,201,652

純資産変動計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

会計：一般会計等 （単位：千円）

資金収支計算書
自　令和2年4月1日
至　令和3年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 24,531,408

    業務費用支出 9,587,743

      人件費支出 3,409,971

      物件費等支出 5,950,799

      支払利息支出 103,811

      その他の支出 123,161

    移転費用支出 14,943,665

      補助金等支出 9,988,287

      社会保障給付支出 3,315,479

      他会計への繰出支出 1,632,205

      その他の支出 7,693

  業務収入 24,245,836

    税収等収入 12,088,513

    国県等補助金収入 11,236,354

    使用料及び手数料収入 537,412

    その他の収入 383,556

  臨時支出 455,872

    災害復旧事業費支出 455,872

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 -741,444

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,808,093

    公共施設等整備費支出 550,161

    基金積立金支出 2,894,423

    投資及び出資金支出 16,710

    貸付金支出 346,800

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,190,591

    国県等補助金収入 263,966

    基金取崩収入 2,538,625

    貸付金元金回収収入 385,732

    資産売却収入 2,268

    その他の収入 -

投資活動収支 -617,503

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,862,242

    地方債償還支出 1,702,047

    その他の支出 1,160,196

  財務活動収入 3,146,400

    地方債発行収入 3,146,400

前年度末歳計外現金残高 159,384

本年度歳計外現金増減額 -25,802

本年度末歳計外現金残高 133,581

本年度末現金預金残高 1,725,882

    その他の収入 -

財務活動収支 284,158

本年度資金収支額 -1,074,789

前年度末資金残高 2,667,090

本年度末資金残高 1,592,301
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    1、重要な会計方針
    

    ①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

    取得原価による。ただし、開始時の評価基準・評価方法は以下の通り。

    ア、昭和59年以前に取得したもの→再調達価額

    イ、昭和60年度以後に取得したもの

    　　取得原価が判明しているもの→取得価額

    　　取得原価が不明なもの→再調達価額

    　　※ア・イいずれの場合でも、取得価額が不明な道路、河川、水路の敷地は備忘価額1円とする。
    

    ウ、無形固定資産→原則として取得価額（不明なものは再調達価額）
    

    ②有価証券等の評価基準及び評価方法

    ・所有する有価証券（満期保有目的以外）については、取得価額による

    ・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額とする。 

    ・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額とする。
    

    

    ③有形固定資産等の減価償却の方法

    ・有形固定資産（リース資産を除きます） 

    　定額法を採用

    　　【主な耐用年数】

    　　　建物　10年～50年

    　　　工作物 5年～60年

    　　　物品　 2年～50年

    　　

    ・無形固定資産（リース資産を除きます）

    　定額法を採用
    

    ・リース資産

    ア　所有権移転ファイナンスリース取引に係るリース資産

    　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

    イ　所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産

    　　リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法
    

    ④引当金の計上基準及び算定方法

    ・徴収不能引当金

    　過去5年間の平均不納欠損率により計上する。

    ・賞与引当金

    　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当及び、それらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ当年度の期間に対応する部分を計上している。

    ・退職手当引当金

    　退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額からすでに職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、

    　組合における積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上する。

    ・損失補償引当金

    　地方公共団体健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定法に従う。

     

    ⑤リース取引の処理方法

    　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行う。

    　オペレーティング・リース取引には、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行う。
    

    ⑥資金収支計算書における資金の範囲

    　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物を資金の範囲とする。

    　このうち現金同等物は、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含む。
    

    ⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

    ア　物品およびソフトウェアの計上基準

    　　物品については、取得価額又は見積価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上する。

    　　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じている。

    イ　資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるときに修繕費として処理を行う。
    

    ２、重要な会計方針の変更等

    ・会計方法の変更　　　下水道事業特別会計について、公営企業会計へ移行

    ・表示方法の変更　　　該当なし

    ・資金収支計算書における資金の範囲の変更　　　　該当なし
    

    ３、偶発債務

    ①保証債務及び損失保証債務の負担の状況

 団体名　：　土地開発公社

 確定債務　：　1,224千円　

総額　　　：　1,224千円
    

    ②係争中の訴訟等

     ・東京高等裁判所　令和3年（ネ）第1220号

    　　損害賠償請求控訴事件　148百万円

     ・千葉地方裁判所木更津支部　令和2年（ワ）第96号

    　　賃借物修繕等請求事件
    

    ４、追加情報

    ①財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

    ア　一般会計等財務書類の対象範囲は一般会計のみとなる。

    イ　地方自治法235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とする。

    ウ　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合がある。

    エ　地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

注　記
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    　　実質赤字比率        －円 

    　　連結実質赤字比率　　－円

    　　実質公債比率　　5.7％

    　　将来負担比率　　29.9％

    オ　利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　

      　　　　千円

    カ　繰越事業に係る将来の支出予定額

    　　667,016千円
    

    ②賃借対照表に係る事項

    ア　減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

      該当なし

    イ　基金借入金（繰越運用）の内容

    　該当なし

    ウ　地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

      　15,244,308千円

    エ　将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）

    　　標準財政規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　11,246,540千円

    　　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額　　　　　　　　210,999千円

    　　将来負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　28,895,957千円

    　　充当可能基金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,214,731千円

    　　特定財源見込額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,471,440千円

    　　地方債現在高等に係る基準財政需要額参入見込額　　　　　　　　　 15,244,308千円

    オ　自治法234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

    　該当なし

    カ　建物のうち1,480,877千円は、PFI事業に係る資産を計上
    

    ③純資産変動計算書に係る事項

    純資産における固定資産等形成及び余剰分（不足分）の内容

    　・固定資産形成分

    　　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上する。

    　・余剰分（不足分）

    　　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上する。
    

    ④資金収支計算書に係る事項

    ア　基礎的財政収支　　　　　　－889,337千円
    

    イ　資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
    

    資金収支計算書業務活動収支　　　　　　　－1,901,440千円

    減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　1,127,753千円

    徴収不能引当金繰入額（増減額）　　 　　　　－43,283千円

    退職手当引当金繰入額（増減額）  　　　　　－222,818千円

    賞与引当金繰入額（増減額）　  　　　　　　　262,065千円

    固定資産所売却益　　　　　          　　　　　3,928千円

    固定資産所売却損 　　　　　           　　　　1,200千円

    未払費用増減額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　円

    純資産変動計算書の本年度差額　　　　　　－2,540,832千円
    

    ウ　一時借入金に関する情報

    資金収支計算書には一時借入金の増減額は含まれない。

    一時借入金の限度額　　　　　　　　　　　  1,500,000千円
    

    エ　重要な非資金取引

    ・新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額　　　－円

    ・PFIによる資産の取得　　　　　　　　　　 1,558,335千円　　　　　　　　　　　　
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